
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東日本労働組合 

発責 情報・宣伝部 

2023年 1月 23日 №566 

 

 

 東日本ユニオンは昨年 12 月 22 日に「長野新幹線車

両センター業務執行体制の見直しについて」の提案を新

幹線統括本部から受けました。 

これまでＪＲ本体とグループ会社双方で担っていた

構内入換業務を、今後は「グループ会社に一括して委託

する」としていますが「水害のような大規模災害時につ

いては、ＪＲ本体でも行う可能性はある」「引き続き訓

練等は継続していくことも検討している」との回答を席

上で受けました。 

施策実施後はグループ会社が構内入換業務のすべて

を担うことから、経営側から示された認識に基づいて

「ＪＲ本体における技術力をどのようにして維持して

いくのか」などの疑問が残ります。 

 

「長野新幹線車両センター業務執行体制の見直しについて」に関する申し入れ 

１．大規模災害等の発生により構内入換業務をＪＲ本体で担う場合、

どこの箇所の社員が対応するのか明らかにすること。 

２．限定運転士業務を担っているＪＲ社員の技術力について、施策実

施後はどのように維持していくのか明らかにすること。 

私たち東日本ユニオンは関係する地方本部や組合員と連携をはかり、1 月 23 日、幹申

第 3号「『長野新幹線車両センター業務執行体制の見直しについて』に関する申し入れ」

を新幹線統括本部に提出しました。 


